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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第99期

第２四半期連結
累計期間

第100期
第２四半期連結
累計期間

第99期
第２四半期連結
会計期間

第100期
第２四半期連結
会計期間

第99期

会計期間

自　平成21年
４月１日
至　平成21年
９月30日

自　平成22年
４月１日
至　平成22年
９月30日

自　平成21年
７月１日
至　平成21年
９月30日

自　平成22年
７月１日
至　平成22年
９月30日

自　平成21年
４月１日
至　平成22年
３月31日

営業収益 百万円 470,914 454,458 244,718 232,154 960,716

経常利益 百万円 6,439 7,713 4,911 1,963 17,390

四半期（当期）純利益 百万円 2,329 6,391 2,645 3,273 3,671

純資産額 百万円　 － － 181,052 166,630 170,441

総資産額 百万円 － － 1,862,8401,880,7581,858,271

１株当たり純資産額 円 － － 101.41 94.67 96.85

１株当たり四半期

（当期）純利益
円 1.37 3.76 1.55 1.92 2.16

潜在株式調整後１株当

たり四半期（当期）

純利益

円 － 3.63 － 1.86 2.15

自己資本比率 ％ － － 9.3 8.6 8.9

営業活動による

キャッシュ・フロー
百万円　 23,774 11,797 － － 58,938

投資活動による

キャッシュ・フロー
百万円 △29,817 △35,480 － － △50,488

財務活動による

キャッシュ・フロー
百万円 5,876 23,063 － － △7,685

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
百万円 － － 28,895 29,049 29,764

従業員数 人 － － 27,835 26,404 27,326

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．営業収益には、消費税等は含んでおりません。

３．第99期第２四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につきましては、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について重要な

変更はありません。

なお、当第２四半期連結会計期間における主要な関係会社の異動は次のとおりであります。 

（運輸）

海運業　　　　　　　　　伊勢湾フェリー㈱　　　　　　　（関係会社除外）　

　

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間における関係会社の異動は次のとおりであります。

（除外）　

持分法適用関連会社であった伊勢湾フェリー㈱は、保有株式を売却したことにより、関係会社に該当しなくなりま

した。

　

４【従業員の状況】

（１）連結会社の状況

 （平成22年９月30日現在）

従業員数（人） 26,404[13,481]

（注）　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は［　］内に当第２四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。

（２）提出会社の状況

 （平成22年９月30日現在）

従業員数（人） 8,842    

（注）　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は従業員数の100分の10未満であるため記載を省略しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

　当社グループは、受注生産形態をとらない事業が多く、セグメントごとに生産規模及び受注規模を金額あるいは数量

で示すことはしておりません。

　このため生産、受注及び販売の状況については、「４ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」に

おけるセグメント業績に関連付けて記載しております。

 

２【事業等のリスク】

　当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

　

３【経営上の重要な契約等】

　特記すべき事項はありません。　

　

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況

　当第２四半期連結会計期間（以下、「当第２四半期」という。）のわが国経済は、企業収益は回復傾向が見られた

ものの、雇用情勢や個人消費の回復には至らず、また、円高が急速に進むなど景気の先行き不透明感が増し、依然と

して厳しい状況のうちに推移しました。当社グループにおきましては、沿線で開催されている平城遷都１３００年

祭による増収効果はありましたが、消費低迷の影響を受け流通業が減収となったほか、不動産業で土地建物売上高

が減少しましたため、売上高合計では前年同期に比し5.1％減の232,154百万円となりました。

　次に利益面におきましては、流通業が前期の百貨店部門での希望退職者募集に伴う人件費の減等により損益が改

善しましたが、運輸業が鉄道部門の減価償却費増等で減益となったほか、不動産業が減収により減益となりました

ため、営業利益合計では前年同期に比し45.2％減益の4,995百万円となりました。営業外損益で持分法投資利益が増

加したほか支払利息も減少しましたため、経常利益は60.0％減益の1,963百万円となりました。一方、特別損失で前

年に店舗建替損失引当金繰入額や減損損失等を計上していたことや、法人税等で業績不振の連結子会社解散に伴う

税負担の軽減効果があったことにより、これらを加減した四半期純利益では、前年同期に比し23.7％増益の3,273百

万円となりました。

　

　報告セグメントの業績は、次のとおりであります。

　

①運　輸　

（Ａ）概　要

　平城遷都１３００年祭への定期外旅客増はありましたが、雇用情勢の低迷で定期収入が減少しましたため、当

社の鉄道旅客収入は前年同期に比し1.9％減の36,736百万円となり、交通広告部門が不採算事業撤退に伴い減

収となったこともあり、運輸業全体の営業収益は54,251百万円となり、営業利益は鉄道部門で奈良線八戸ノ里

・瓢箪山間連続立体交差化工事の一部完成等による減価償却費の増も加わり、営業利益は4,794百万円となり

ました。

（Ｂ）営業成績

ａ．提出会社の鉄軌道事業運輸成績表

種　　別 単　位
当第２四半期

(平成22年７月～平成22年９月)前年同期比(％)

旅客人員

定　期 千人 87,635 △2.6

定期外 千人 54,334 0.8

　計 千人 141,969 △1.3

旅客収入

定　期 百万円 12,500 △3.6

定期外 百万円 24,235 △1.0

　計 百万円 36,736 △1.9
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 ｂ．グループの営業成績

業　　種 単　位
当第２四半期

(平成22年７月～平成22年９月)

鉄軌道事業 百万円 39,056

バス事業 百万円 8,679

タクシー業 百万円 2,891

交通広告業　 百万円 2,309

鉄道施設整備業　 百万円 5,621

海運業 百万円 469

レンタカー業 百万円 793

消去 百万円 △5,570

営業収益計 百万円 54,251

　

②不動産

（Ａ）概　要

　土地建物売上高で当第２四半期は大型マンションの引渡しが少なかったため、不動産業全体の営業収益は

23,218百万円、営業損益は414百万円の損失計上となりました。

（Ｂ）営業成績

業　　種 単　位
当第２四半期

(平成22年７月～平成22年９月)

不動産販売業 百万円 12,237

不動産賃貸業 百万円 4,569

不動産管理業 百万円 7,694

消去 百万円 △1,283

営業収益計 百万円 23,218

　

③流　通　

（Ａ）概　要

　百貨店部門で長引く消費低迷の影響で減収となりましたため、流通業全体の営業収益は102,803百万円となり

ましたが、営業利益は百貨店部門での人件費等の経費削減効果により946百万円となりました。

（Ｂ）営業成績

業　　種 単　位
当第２四半期

(平成22年７月～平成22年９月)

百貨店業 百万円 74,663

ストア・飲食業 百万円 28,877

消去 百万円 △737

営業収益計 百万円 102,803
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④ホテル・レジャー

（Ａ）概　要

　旅行部門で海外主催旅行の取扱高が増加したことにより、ホテル・レジャー業全体の営業収益は51,950百万

円となりましたが、営業損益は298百万円の損失計上となりました。

（Ｂ）営業成績

業　　種 単　位
当第２四半期

(平成22年７月～平成22年９月)

ホテル業 百万円 10,353

旅行業 百万円 38,207

映画業 百万円 903

旅館・レジャー施設業 百万円 2,486

消去 百万円 －

営業収益計 百万円 51,950

⑤その他

（Ａ）概　要

　情報処理部門で前年に大口のシステム開発収入がありましたため、その他業全体の営業収益は2,622百万円と

なり、営業損益は42百万円の損失計上となりました。

（Ｂ）営業成績

業　　種 単　位
当第２四半期

(平成22年７月～平成22年９月)

ケーブルテレビ業 百万円 1,997

情報処理業 百万円 525

保険代理業 百万円 99

消去 百万円 －

営業収益計 百万円 2,622

（２）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期における現金及び現金同等物の期末残高は29,049百万円で、第１四半期末に比し897百万円減少しま

した。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動により得た資金は4,609百万円で、税金等調整前四半期純利益の減少やたな卸資産の増加等により、前年

同期に比し4,227百万円収入額が減少しました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動により使用した資金は27,013百万円で、固定資産の取得支出の増等により、前年同期に比し5,390百万円

支出額が増加しました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動により得た資金は21,689百万円で、設備資金の借入等により、前年同期に比し11,848百万円収入額が増加

しました。
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（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期において、事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な変更及び新たに発生した課題はあり

ません。

　なお、当社では、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を決定しております。

　基本方針の内容、基本方針の実現に資する特別な取組みの内容、基本方針に照らして不適切な者によって財務及び

事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組みの内容並びに取組みについての当社取締役会の判断

及びその判断にかかる理由は、次のとおりであります。

① 財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

　「進取の精神と誠実な企業活動により社会の発展に貢献し、人々の信頼を得たい」との経営理念のもと、鉄道事業

における安全性や公共性の確保と、株主、顧客、取引先、従業員などとの信頼関係の維持に十分に配慮し、長期的な視

点に立った企業活動を行うことが企業価値向上及び株主共同の利益の確保に資すると考える。財務及び事業の方針

の決定を支配する者の在り方については、かかる見地から株主自身が判断するものと考えている。しかしながら、当

社株式に対する大規模買付行為が行われた場合において、当該買付行為が株主に十分な情報提供が行われないもの

であるときあるいは十分な検討期間もないまま行われるものであるとき、また、買付後の経営が鉄道事業における

安全性や公共性を脅かすものであるときには、当社取締役会は企業価値及び株主共同の利益を毀損する買付行為を

防止する方策を採用する。　

② 上記基本方針にかかる取組みの具体的内容

ａ.「近鉄グループ経営計画（平成22年度～平成26年度）」に基づき、三大ターミナルプロジェクトをはじめ、鉄道業

を中心に沿線深耕に注力し、当社百年の歴史の重みと沿線の文化・観光の厚みを踏まえ、沿線の利便性・魅力度向上

を図る。また、少子高齢化、人口減少などの市場の変化に対応するため、全事業において構造改革を着実に進めるとと

もに、収益基盤の確立に向けた事業創出を図り、新たな成長戦略を描く。グループ経営については、戦略機能と管理機

能を強化し、グループの総合力を高める。

ｂ．当社株式に対する大規模買付行為が行われた場合において、買付者等からの十分な情報提供と、株主及び当社取締

役会が大規模買付行為の是非を検討するのに必要な期間を確保するとともに、企業価値及び株主共同の利益を毀損

する買付行為を防止するため、平成22年６月25日の当社定時株主総会の決議により当社株式の大規模買付行為に関

する対応方針（以下「本対応方針」という。）を継続した。なお、当社株主総会において本対応方針を廃止する旨の

議案が承認された場合には、本対応方針はその時点で廃止されるものとしている。

　本対応方針の内容は、当社が発行者である株式等について保有者の株券等保有割合の合計を20％以上とすること

を目的とする買付け、または当社が発行者である株式等について結果として公開買付けにかかる株式等の株式等所

有割合及び特別関係者の株式等所有割合の合計が20％以上となる公開買付けを「大規模買付行為」とし、また当該

買付けを行う者を「買付者等」として、買付者等に対し当社取締役会への当該大規模買付行為に関する情報提供を

要求するものである（ただし、買付行為の前に当該買付けにつき当社取締役会の承認がある場合を除く。）。

　買付者等が当社取締役会のあらかじめ定める手続に従わない場合、または当該買付けが当社の企業価値あるいは

株主共同の利益を著しく損なうものであると判断される場合には、当社取締役会の決議により、当該買付者等は行

使することができないという行使条件を付した新株予約権の株主割当てを実施し、当該大規模買付行為による損害

を防止する。なお、かかる判断にあたっては、当社取締役会から独立した第三者機関である独立委員会の勧告を最大

限尊重する。

③ 上記②の取組みについての当社取締役会の判断及びその判断にかかる理由

　「近鉄グループ経営計画（平成22年度～平成26年度）」を着実に実行し、中長期にわたり沿線価値の向上につな

がる企業活動を続けていくことにより、地域の皆様から信頼を得ることができ、沿線価値ひいては当社の企業価値

の向上が実現し、株主共同の利益が高まることが期待される。

本対応方針は、企業価値の向上及び株主共同の利益確保を図る観点から、買付者等からの十分な情報提供と、株主

及び当社取締役会が大規模買付行為の是非を検討するのに必要な期間を確保するために定めるものであり、特定の

株主または投資家を優遇あるいは拒絶するものではない。

　本対応方針は、株主総会における株主の意思をもって継続されるものであるとともに、その廃止も株主総会におけ

る株主の意思によって行うことができる。当社取締役の任期は１年となっており、期差選任や解任制限等も採用し

ていないため、株主の意思を反映しやすい仕組みとなっている。

　また、当社取締役会が対抗措置の発動を判断するにあたっては、独立性の高い独立委員会が企業価値・株主共同の

利益の確保・向上の観点から行った合理的かつ客観的な判断を踏まえて発動される仕組みとなっており、当社取締

役会の恣意的判断を排除している。

　対抗措置として発行する新株予約権並びにその行使条件についても、新株予約権を当社取締役会の承認を得て第

三者に譲渡することが可能であり、また、事前に新株予約権の発行条件及び発行内容について開示を行うなど、企業

価値向上及び株主共同の利益確保に必要かつ相当な範囲内の対抗措置であるといえる。

　したがって、当社取締役会は、前記②の取組みは基本方針に沿うものであり、株主共同の利益を損なうものではな

いとともに、役員の地位の維持を目的とするものでないと判断している。

　

（４）研究開発活動

　特記すべき事項はありません。　
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第３【設備の状況】
（１）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

（２）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重

要な変更はありません。

　なお、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設及び改修について、当第２四半期連結会計期間

において完了したものは次のとおりであります。

提出会社

セグメントの名称 工事件名
総工事費
（百万円）　

完成年月　
（平成年月）　

運　輸
大和西大寺駅橋上商業施設整備等工事

(注１） 
2,479 22.9　

不動産 上本町ＹＵＦＵＲＡ建設工事（注２）　 11,866 22.8

　（注）１．大和西大寺駅橋上商業施設整備等工事では、バリアフリー等駅施設改良工事と駅構内商業施設整備工事を　　　

行っておりましたが、このうち商業施設については、ショッピングモール『Ｔｉｍｅ’ｓ　Ｐｌａｃｅ　Ｓａｉ

ｄａｉｊｉ』として平成21年９月より営業を開始しております。

２．上本町ＹＵＦＵＲＡは、新歌舞伎座、ショッピング、オフィスの３つの機能からなる複合ビルとして平成22年

８月より営業を開始しておりますが、一部の工事が継続中のため平成22年９月までの支出額を記載しておりま

す。なお、残工事を含めた工事の完成は平成22年12月を予定しております。

　

国内子会社

セグメントの名称 会社名 工事件名
総工事費
（百万円）　

完成年月　
（平成年月）　

流　通 ㈱近鉄百貨店 上本町店設備改修工事ほか 1,480 22.8　

　　

　また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあ

りません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種　　　類 発行可能株式総数（株）

普通株式 4,000,000,000

計 4,000,000,000

②【発行済株式】

種　類
第２四半期会計期間末現在

発行数（株）
（平成22年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年11月12日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協会名

内　容

普通株式 1,711,120,616 1,711,120,616

東京証券取引所

（市場第一部）

大阪証券取引所

（市場第一部）

名古屋証券取引所

（市場第一部）

１単元株式数

1,000株　

計 1,711,120,616 1,711,120,616 － －

（注）提出日現在の発行数には、平成22年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

た株式数は、含まれておりません。　

　

（２）【新株予約権等の状況】

会社法に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。 

平成21年９月25日取締役会決議

 
第２四半期会計期間末現在
（平成22年９月30日）

新株予約権付社債の残高 300億円

新株予約権の数 300個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 75,949,367株

新株予約権の行使時の払込金額
１個の行使に際し、１億円（各本社債の額面金額と同

額）を出資する。

新株予約権の行使期間
自　平成21年10月29日

至　平成26年10月１日（注１）

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額

１株当たり発行価格　　　395円（注２）

１株当たり資本組入額　　198円

新株予約権の行使の条件 各本新株予約権の一部行使はできないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
本新株予約権は、転換社債型新株予約権付社債に付され

たものであり、本社債からの分離譲渡はできない。

代用払込みに関する事項

本新株予約権１個の行使に際し、当該本新株予約権に係

る本社債を出資するものとする。出資される財産の価額

は、各本社債の額面金額と同額とする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注３）
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（注）１．（Ａ）当社が本社債を繰上償還する場合には、償還日の東京における５営業日前の日後、（Ｂ）買入消却の場

合は、当社が本社債を消却した時または当社の子会社が買い入れ、当該当社子会社より消却のために当該本新株

予約権付社債の交付を受けた後、または、（Ｃ）当社が本社債につき期限の利益を喪失した場合には、期限の利

益の喪失日後は、それぞれ、本新株予約権を行使することはできないものとする。

ただし、（ｘ）いかなる場合も平成26年10月１日より後は本新株予約権を行使することはできないものとし、

また、（ｙ）当社が組織再編行為を実行するために必要である場合は、本新株予約権は、当社が定める期間（か

かる期間は、30日を超えることはできず、組織再編効力発生日後14日以前に終了するものとする。）は行使する

ことができないものとする。

上記にかかわらず、本新株予約権の行使の効力が発生する東京における日（以下「株式取得日」という。）

（または株式取得日が東京における営業日でない場合においては東京における翌営業日）が、基準日または社

債、株式等の振替に関する法律第151条第１項に従い株主を決定するために定めたその他の日（以下「その他の

株主決定日」という。）の東京における２営業日前の日（または基準日もしくはその他の株主決定日が東京に

おける営業日でない場合においては当該基準日もしくはその他の株主決定日の東京における３営業日前の日）

（同日を含む。）から当該基準日またはその他の株主決定日（または当該基準日もしくはその他の株主決定日

が東京における営業日でない場合においてはその東京における翌営業日）（同日を含む。）までの期間に当た

る場合、当該本新株予約権を行使することはできないものとする。

　　　２．転換価額は、本新株予約権付社債の発行後、当社が当社普通株式の時価を下回る価額で当社普通株式を発行しまた

は当社の保有する当社普通株式を処分する場合（新株予約権の行使および転換予約権付株式の転換予約権の行

使の場合等を除く。）には、次の算式により調整される。なお、次の算式において、「既発行株式数」は当社の発

行済普通株式（当社が保有するものを除く。）の総数をいう。

　

　

　

調整後転換価額

　

　

　

＝　

　

　

調整前転換価額

　

　

　

×　

既発行株式数　 ＋　

発行または処分

　株式数
×
１株当たりの発行ま

たは処分価額　

時　　　価　

既発行株式数＋発行または処分株式数　

　　　　　 

           また、転換価額は、当社普通株式の分割（無償割当てを含む。）または併合、当社普通株式の時価を下回る価額

をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されるものを含む。）の発行が

行われる場合その他一定の事由が生じた場合にも適宜調整される。

３．(1) 当社につき組織再編事由が生じた場合、本新株予約権付社債が組織再編効力発生日より前に償還されて

いない限り、当社は、承継会社等をして、本社債の債務者とするための本新株予約権付社債の要項に定める

措置および本新株予約権に代わる新たな新株予約権（以下「承継会社等の新株予約権」という。）の交付

をさせるものとする。また、かかる場合、当社は、承継会社等が組織再編効力発生日において日本の上場会

社であるよう最善の努力をするものとする。

「承継会社等」とは、組織再編行為における相手方であって、本新株予約権付社債または本新株予約権

に係る当社の義務を引き受ける会社をいう。

(2) 上記(1)に定める承継会社等の新株予約権は、以下の条件に基づきそれぞれ交付されるものとする。

(イ) 交付される承継会社等の新株予約権の数

組織再編効力発生日直前において残存する本新株予約権付社債の本新株予約権付社債所持人が保有

する本新株予約権の数と同一の数とする。

(ロ) 承継会社等の新株予約権の目的たる株式の種類

承継会社等の普通株式とする。

(ハ) 承継会社等の新株予約権の目的たる株式の数

承継会社等の新株予約権の行使により交付される承継会社等の普通株式の数は、当該組織再編行為の

条件を勘案のうえ、本新株予約権付社債の要項を参照して決定するほか、以下に従う。なお、転換価額は

上記２．と同様な調整に服する。

(i) 合併、株式交換または株式移転の場合には、組織再編効力発生日の直後に承継会社等の新株予約権

を行使したときに、組織再編効力発生日の直前に本新株予約権を行使した場合に得られる数の当社普

通株式の保有者が当該組織再編行為において受領する承継会社等の普通株式の数を受領できるよう

に、転換価額を定める。当該組織再編行為に際して承継会社等の普通株式以外の証券またはその他の

財産が交付されるときは、当該証券または財産の公正な市場価値を承継会社等の普通株式の時価で除

して得られる数に等しい承継会社等の普通株式の数を併せて受領できるようにする。
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(ⅱ)その他の組織再編行為の場合には、組織再編効力発生日の直後に承継会社等の新株予約権を行使し

たときに、組織再編効力発生日の直前に本新株予約権を行使した場合に本新株予約権付社債所持人が

得ることのできる経済的利益と同等の経済的利益を受領できるように、転換価額を定める。

(ニ) 承継会社等の新株予約権の行使に際して出資される財産の内容およびその価額またはその算定方法

承継会社等の新株予約権１個の行使に際しては、各本社債を出資するものとし、承継会社等の新株予

約権１個の行使に際して出資される財産の価額は、各本社債の額面金額と同額とする。

(ホ) 承継会社等の新株予約権を行使することができる期間

組織再編効力発生日または上記(1)記載の特約に基づき承継会社等の新株予約権を交付した日のいず

れか遅い日から、本新株予約権の行使期間の満了日までとする。

(ヘ) 承継会社等の新株予約権の行使の条件

承継会社等の各新株予約権の一部行使はできないものとする。

(ト) 承継会社等の新株予約権の取得条項

承継会社等の新株予約権の取得条項は定めない。

(チ) 承継会社等の新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備

金に関する事項

承継会社等の新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算

規則第17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の

端数が生じたときは、その端数を切り上げるものとする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度

額から増加する資本金の額を減じた額とする。

(リ) 再度組織再編行為が生じた場合

上記(1)および本(2)に準じて決定する。

(ヌ) その他

承継会社等の新株予約権の行使により承継会社等が交付する普通株式の数につき、１株未満の端数は

切り捨て、現金による調整は行わない。また、組織再編効力発生日時点における本新株予約権付社債所持

人は、本社債を承継会社等の新株予約権とは別に譲渡することができないものとする。かかる本社債の

譲渡に関する制限が法律上無効とされる場合には、承継会社等が発行する本社債と同様の社債に付され

た承継会社等の新株予約権を、組織再編効力発生日直前の本新株予約権付社債所持人に対し、本新株予

約権および本社債の代わりに交付できるものとする。

　　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　　　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。　　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年　月　日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成22年７月１日～　

平成22年９月30日
－ 1,711,120 － 92,741 － 25,279
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（６）【大株主の状況】

 （平成22年９月30日現在）

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11番３号 65,899 3.85

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号　 58,314 3.41

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行　 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号　 39,746 2.32

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口）　
東京都中央区晴海１丁目８番11号　 39,251 2.29

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　 東京都港区浜松町２丁目11番３号　 22,728 1.33

明治安田生命保険相互会社　 東京都中央区晴海１丁目８番12号　　　 16,291 0.95

株式会社南都銀行　 東京都港区浜松町２丁目11番３号　 15,962 0.93

三井住友海上火災保険株式会社　 東京都中央区新川２丁目27番２号　 14,735 0.86

東京海上日動火災保険株式会社　 東京都千代田区丸の内１丁目２番１号　 13,753 0.80

三重交通株式会社　 三重県津市中央１番１号　 13,438 0.79

計 － 300,121 17.54

（注）三重交通株式会社は、会社法施行規則第67条第１項の規定により当社株式について議決権を有しておりません。　　

また、三重交通株式会社の所有株式数は、他人名義所有株式5,000,000株（同社が退職給付信託（日本トラスティ・

サービス信託銀行株式会社(中央三井アセット信託銀行再信託分・三重交通株式会社退職給付信託口)名義分

2,500,000株及び日本マスタートラスト信託銀行株式会社(退職給付信託口・三重交通株式会社口)名義分2,500,000

株）に拠出したもの）を含んでおりません。　

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 （平成22年９月30日現在）

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式    25,609,000　

　　　　　　
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 1,669,439,0001,669,439 －

単元未満株式 普通株式    16,072,616　　　 － －

発行済株式総数             1,711,120,616－ －

総株主の議決権 － 1,669,439 －

（注）１．「完全議決権株式(自己株式等)」の欄の普通株式は、当社所有の自己株式5,536,000株及び相互保有株式

20,073,000株であります。

２．「完全議決権株式(その他)」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が、5,000株含まれておりま

す。また、「議決権の数」欄に、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数5個が含まれております。
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②【自己株式等】

 （平成22年９月30日現在）

所有者の氏名又は名称
　

所有者の住所

自己名義
所有株式
数（株）

他人名義
所有株式
数（株）

所有株式
数の合計
（株）

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数の割合
（％）

(自己保有株式)                  

近畿日本鉄道株式会社 大阪市天王寺区上本町６丁目１番55号 5,536,000－ 5,536,0000.32

(相互保有株式)                  

三重交通株式会社 三重県津市中央１番１号 13,438,0005,000,00018,438,0001.08

三交興業株式会社 三重県亀山市関町萩原39番地 1,541,000－ 1,541,0000.09

近鉄軌道エンジニアリング

株式会社
大阪市天王寺区上本町６丁目１番55号 94,000 － 94,000 0.01

計 － 20,609,0005,000,00025,609,0001.50

（注）三重交通株式会社の他人名義所有株式5,000,000株は、同社が退職給付信託（日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（中央三井アセット信託銀行再信託分・三重交通株式会社退職給付信託口）名義分2,500,000株及び日本マ

スタートラスト信託銀行株式会社（退職給付信託口・三重交通株式会社口）名義分2,500,000株）に拠出したもので

あります。

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 308 298 278 286 289 293

最低（円） 288 265 262 269 277 280

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平

成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表については、あずさ監査法人による四半期レビューを受け、当第２四半期連結会計期間（平成22年７

月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日ま

で）に係る四半期連結財務諸表については、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、第99期第２四半期（平成21年４月１日から平成21年９

月30日まで）の四半期報告書の訂正報告書を提出しておりますが、訂正後の四半期連結財務諸表について、あずさ監

査法人による四半期レビューを受け、改めて四半期レビュー報告書を受領しております。

　また、あずさ監査法人は監査法人の種類の変更により、平成22年７月１日をもって、有限責任 あずさ監査法人となり

ました。　

　

EDINET提出書類

近畿日本鉄道株式会社(E04102)

四半期報告書

14/30



１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 29,729 30,322

受取手形及び売掛金 26,546 29,401

有価証券 － 20

商品及び製品 17,862 18,836

仕掛品 2,821 2,395

原材料及び貯蔵品 2,538 2,736

販売土地及び建物 208,069 195,914

その他 67,730 66,015

貸倒引当金 △5,098 △714

流動資産合計 350,200 344,929

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※
 623,894

※
 592,679

土地 653,116 644,110

建設仮勘定 33,402 54,087

その他（純額） ※
 63,514

※
 62,980

有形固定資産合計 1,373,927 1,353,858

無形固定資産

のれん 8,142 9,732

その他 9,810 10,239

無形固定資産合計 17,953 19,972

投資その他の資産

投資有価証券 68,136 68,276

その他 73,604 75,172

貸倒引当金 △2,918 △3,512

投資評価引当金 △1,313 △1,166

投資その他の資産合計 137,509 138,769

固定資産合計 1,529,390 1,512,600

繰延資産 1,167 741

資産合計 1,880,758 1,858,271
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 40,363 41,264

短期借入金 310,791 326,537

1年以内償還社債 100,800 120,800

未払法人税等 8,146 4,779

賞与引当金 9,387 8,204

商品券等引換損失引当金 3,486 3,422

その他 152,602 162,336

流動負債合計 625,578 667,344

固定負債

社債 308,600 249,000

長期借入金 616,044 603,997

退職給付引当金 11,963 14,491

役員退職慰労引当金 109 107

事業損失引当金 41 58

負ののれん 305 460

その他 151,485 152,371

固定負債合計 1,088,549 1,020,485

負債合計 1,714,127 1,687,830

純資産の部

株主資本

資本金 92,741 92,741

資本剰余金 27,593 27,595

利益剰余金 △17,128 △12,655

自己株式 △2,410 △2,406

株主資本合計 100,795 105,275

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 710 1,195

繰延ヘッジ損益 △231 △26

土地再評価差額金 65,682 63,346

為替換算調整勘定 △5,817 △4,945

評価・換算差額等合計 60,344 59,569

少数株主持分 5,490 5,596

純資産合計 166,630 170,441

負債純資産合計 1,880,758 1,858,271
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(平成21年４月１日から
　平成21年９月30日まで)

当第２四半期連結累計期間
(平成22年４月１日から
　平成22年９月30日まで)

営業収益 470,914 454,458

営業費

運輸業等営業費及び売上原価 400,162 387,899

販売費及び一般管理費 ※1
 55,047

※1
 51,439

営業費合計 455,209 439,339

営業利益 15,704 15,119

営業外収益

受取利息 171 143

受取配当金 970 707

負ののれん償却額 180 154

持分法による投資利益 12 1,636

その他 2,521 2,047

営業外収益合計 3,857 4,689

営業外費用

支払利息 11,567 10,433

その他 1,554 1,661

営業外費用合計 13,122 12,095

経常利益 6,439 7,713

特別利益

工事負担金等受入額 682 622

固定資産売却益 125 39

有価証券売却益 36 101

貸倒引当金戻入額 － 502

特別目的会社資産売却に伴う特別配当金 3,410 3,016

受取補償金 － 1,583

その他 146 158

特別利益合計 4,401 6,024

特別損失

工事負担金等圧縮額 － 620

固定資産売却損 26 13

固定資産除却損 1,099 304

減損損失 770 231

貸倒引当金繰入額 409 1,177

店舗建替損失引当金繰入額 ※2
 1,055 －

事業再編損 － 1,984

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 859

その他 527 1,095

特別損失合計 3,888 6,285

税金等調整前四半期純利益 6,952 7,452

法人税等 5,259 1,027

少数株主損益調整前四半期純利益 － 6,424

少数株主利益又は少数株主損失（△） △635 32

四半期純利益 2,329 6,391
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間
(平成21年７月１日から
　平成21年９月30日まで)

当第２四半期連結会計期間
(平成22年７月１日から
　平成22年９月30日まで)

営業収益 244,718 232,154

営業費

運輸業等営業費及び売上原価 208,305 200,543

販売費及び一般管理費 ※1
 27,300

※1
 26,615

営業費合計 235,606 227,158

営業利益 9,112 4,995

営業外収益

受取利息 81 62

受取配当金 814 542

負ののれん償却額 78 77

持分法による投資利益 456 1,395

その他 1,141 1,079

営業外収益合計 2,572 3,157

営業外費用

支払利息 5,817 5,221

その他 955 967

営業外費用合計 6,773 6,189

経常利益 4,911 1,963

特別利益

工事負担金等受入額 47 334

固定資産売却益 27 34

有価証券売却益 5 28

貸倒引当金戻入額 － 500

特別目的会社資産売却に伴う特別配当金 3,410 3,016

その他 38 50

特別利益合計 3,529 3,965

特別損失

工事負担金等圧縮額 － 337

固定資産売却損 13 13

固定資産除却損 894 230

減損損失 770 2

貸倒引当金繰入額 199 115

店舗建替損失引当金繰入額 ※2
 1,055 －

その他 146 526

特別損失合計 3,079 1,225

税金等調整前四半期純利益 5,361 4,703

法人税等 3,075 1,395

少数株主損益調整前四半期純利益 － 3,307

少数株主利益又は少数株主損失（△） △359 34

四半期純利益 2,645 3,273
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(平成21年４月１日から
　平成21年９月30日まで)

当第２四半期連結累計期間
(平成22年４月１日から
　平成22年９月30日まで)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 6,952 7,452

減価償却費 22,243 23,170

のれん償却額 1,498 1,477

負ののれん償却額 △180 △154

工事負担金等圧縮額 － 620

減損損失 770 231

工事負担金等受入額 △682 △622

固定資産売却損益（△は益） △99 △26

有価証券売却損益（△は益） △42 △89

退職給付引当金の増減額（△は減少） △853 △4,176

受取利息及び受取配当金 △4,552 △3,866

支払利息 11,567 10,433

持分法による投資損益（△は益） △12 △1,636

売上債権の増減額（△は増加） 3,431 4,323

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,309 △11,593

仕入債務の増減額（△は減少） △5,165 △12,567

その他 △147 12,278

小計 36,035 25,253

利息及び配当金の受取額 939 914

利息の支払額 △11,545 △10,484

法人税等の支払額 △1,655 △3,884

営業活動によるキャッシュ・フロー 23,774 11,797

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券及び投資有価証券の取得による支出 △552 △811

有価証券及び投資有価証券の売却及び償還によ
る収入

471 774

有形及び無形固定資産の取得による支出 △43,887 △49,369

有形及び無形固定資産の売却による収入 703 959

工事負担金等受入による収入 10,332 9,501

その他 3,115 3,466

投資活動によるキャッシュ・フロー △29,817 △35,480

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △13,772 △23,793

長期借入れによる収入 91,090 87,706

長期借入金の返済による支出 △59,344 △67,611

社債の発行による収入 9,907 79,359

社債の償還による支出 △10,400 △40,400

配当金の支払額 △8,529 △8,528

少数株主への配当金の支払額 △96 △124

その他 △2,979 △3,544

財務活動によるキャッシュ・フロー 5,876 23,063

現金及び現金同等物に係る換算差額 △50 △8

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △218 △628

現金及び現金同等物の期首残高 29,113 29,764

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

－ △86

現金及び現金同等物の四半期末残高 28,895 29,049
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第２四半期連結累計期間
（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）

１．連結の範囲に関する事項の変更

(1)連結の範囲の変更

　第１四半期連結会計期間に新規設立により子会社となった㈱アド近鉄は、重要性の観点から連結の範囲に含めてお

ります。

　前連結会計年度において連結の範囲に含めていた会社のうち、㈱メディアートは当第２四半期会計期間中に解散し

たため、連結の範囲から除外しております。なお、解散期日までの損益計算書については連結しております。　

(2)変更後の連結子会社の数

　49社

２．持分法の適用に関する事項の変更

持分法適用関連会社

　①持分法適用関連会社の変更　

　前連結会計年度において持分法を適用していた会社のうち、伊勢湾フェリー㈱は株式を売却したため、持分法適

用の範囲から除外しております。

　②変更後の持分法適用関連会社の数

　６社

３．連結子会社の事業年度等に関する事項の変更

従来、決算日が12月31日であった近鉄観光㈱については、同日現在の財務諸表を利用し、連結決算日との間に生じ

た重要な取引について必要な調整を行っておりましたが、９月１日をもって同社が営んでいたレストラン事業等に

ついて、３月31日を決算日とする他の連結会社に承継する事業再編を行ったことにより、同社の損益計算書につい

ては平成22年１月１日から平成22年８月31日までの８か月間を連結しております。　　

４．会計処理基準に関する事項の変更

(1)「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

　第１四半期連結会計期間から、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及

び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用して

おります。

　この変更により、当第２四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益は87百万円、税金等調整前四半期純利益は

946百万円それぞれ減少しております。

(2)工事負担金等の会計処理方法の変更

鉄軌道事業における高架化工事や踏切道拡幅工事等を行うにあたり、地方公共団体等から工事費の一部として工

事負担金等を受け入れて固定資産を取得した場合には、前連結会計年度までは、取得原価をもって固定資産の取得

価額とし、工事負担金等受入額については特別利益として計上しておりましたが、第１四半期連結会計期間から、取

得原価から工事負担金等相当額を直接減額したものを固定資産の取得価額とし、工事負担金等受入額を特別利益に

計上するとともに、取得原価から直接減額した金額を工事負担金等圧縮額として特別損失に計上する方法に変更し

ております。

従来、工事負担金等の受入工事は連続立体交差化工事が大半を占めており、当該工事は運転保安度の向上や列車

速達性の改善等により収益に寄与するとともに、高架下スペースの創出など経済的価値の向上が見込まれるもので

ありましたが、奈良線連続立体交差化工事が一部完成した当連結会計年度以降、その主体は河川改修に伴う橋梁改

築、踏切道整備、駅施設のバリアフリー化等の純公共目的又はサービス改善に資する工事へと大きく変化しており

ます。この工事内容の変化に鑑み、公共の利益を図るため地方公共団体等に代わって鉄道事業者が資産を取得する

という工事負担金制度の趣旨を斟酌し、工事負担金等受入額を除く鉄道事業者としての投資負担金額を開示するこ

とがより実態を示すこと、また、平成14年６月に策定した新「近鉄グループ経営改善計画」に基づく事業の整理再

編、資産圧縮、コスト削減などの施策実施により発生した税務上の繰越欠損金についても前連結会計年度をもって

解消していることから、工事負担金等を圧縮記帳することによる税務面、資金面での影響等を総合的に勘案し、第１

四半期連結会計期間に会計処理の方法を変更いたしました。

この変更により、従来の方法に比べ、当第２四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益は7百万円増加し、税金

等調整前四半期純利益は612百万円減少しております。
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【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間において、特別利益の「その他」に含めて表示していた「貸倒引当金戻入額」は、当第２

四半期連結累計期間において区分掲記しております。なお、前第２四半期連結累計期間の特別利益の「その他」に含ま

れていた「貸倒引当金戻入額」は、6百万円であります。　

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等の一部

を改正する内閣府令（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第２四半期連結累計期間では、「少数株

主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　

当第２四半期連結会計期間
（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）

（四半期連結損益計算書関係）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等の一部

を改正する内閣府令（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第２四半期連結会計期間では、「少数株

主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

【簡便な会計処理】

当第２四半期連結累計期間
（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）

１．棚卸資産の評価方法

　棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを

行っております。

２．繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著

しい変化がないと認められる場合に、前連結会計年度決算において使用した将来の業績予測を利用する方法によって

おります。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第２四半期連結累計期間
（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）

税金費用の計算

　税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後

の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、税引前四半期純

利益に一時差異等に該当しない重要な差異を加減した上で、法定実効税率を乗じて計算しております。　

　なお、法人税等調整額は「法人税等」に含めて表示しております。

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１．※有形固定資産の減価償却累計額

       906,287百万円

１．※有形固定資産の減価償却累計額

       895,137百万円

２．保証債務

 百万円　

従業員（住宅融資） 4,011

その他10社 3,008

計 7,019

　

２．保証債務

 百万円　

従業員（住宅融資） 4,244

その他12社 3,440

計 7,684
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（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（平成21年４月1日から平成21年９月30日まで）

当第２四半期連結累計期間
（平成22年４月1日から平成22年９月30日まで）

１．※(1) 販売費及び一般管理費の主な内訳

 百万円　

人件費 26,804

諸経費 21,677

１．※(1) 販売費及び一般管理費の主な内訳

 百万円　

人件費 24,601

諸経費 20,166

２．※(2) 店舗建替損失引当金繰入額の主な内訳

 百万円　

近鉄ハーツ店舗建物 731

近鉄百貨店阿倍野店 324

――――――

前第２四半期連結会計期間
（平成21年７月1日から平成21年９月30日まで）

当第２四半期連結会計期間
（平成22年７月1日から平成22年９月30日まで）

１．※(1) 販売費及び一般管理費の主な内訳

 百万円　

人件費 14,137

諸経費 9,843

１．※(1) 販売費及び一般管理費の主な内訳

 百万円　

人件費 13,241

諸経費 10,011

２．※(2) 店舗建替損失引当金繰入額の主な内訳

 百万円　

近鉄ハーツ店舗建物 731

近鉄百貨店阿倍野店 324

――――――

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）

当第２四半期連結累計期間
（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）

　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

 百万円　

現金及び預金勘定 30,024

預入期間が３か月を超える定期預金 △1,129

現金及び現金同等物 28,895

　

　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

 百万円　

現金及び預金勘定 29,729

預入期間が３か月を超える定期預金 △679

現金及び現金同等物 29,049

　

（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平

成22年９月30日まで）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式　　1,711,120千株 

２．自己株式の種類及び株式数
普通株式　　9,018千株 

３．配当に関する事項
配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年６月25日
定時株主総会

普通株式 8,528百万円 5円  平成22年３月31日 平成22年６月28日利益剰余金

４．株主資本の金額の著しい変動
　株主資本の金額は、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められないため記載しておりません。　
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）             （単位：百万円）

 運輸業
レジャー・
サービス業

流通業 不動産業
その他の
事業

計
消去又　は
全社

連 結

売上高                                 
(1）外部顧客に対する売上高 51,96561,485101,52825,5024,236244,718 － 244,718
(2）セグメント間の　　　　内部
売上高又は振替高

1,5934,559 564 2,2216,03614,975(14,975)－

計 53,55866,044102,09227,72310,273259,693(14,975)244,718

営業利益又は営業損失（△） 6,617 441 △164 1,957 133 8,984 127 9,112
　

前第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）             （単位：百万円）

 運輸業
レジャー・
サービス業

流通業 不動産業
その他の
事業

計
消去又　は
全社

連 結

売上高                                 
(1）外部顧客に対する売上高 103,517118,965198,84639,6519,932470,914 － 470,914
(2）セグメント間の　　　　内部
売上高又は振替高

2,8668,5221,1284,44816,08933,055(33,055)－

計 106,384127,488199,97544,10026,021503,969(33,055)470,914

営業利益又は営業損失（△） 14,677△1,385△1,2903,049 651 15,701 3 15,704

（注）１．事業区分の方法

　
　日本標準産業分類をベースに、経営の多角化の実態が具体的かつ適切に開示できるよう、事業を区分してお
ります。

２．各事業区分の主要な事業内容 　 　

　
運輸業

　
鉄道、バス、タクシー、自動車賃貸、貨物自動車運送、船舶運航の営業
を行っております。

　
レジャー・サービス業

　
ホテル、飲食店、旅館、旅行、広告代理、テーマパーク、映画、ビルメン
テナンスの営業等を行っております。

　流通業 　百貨店業を中心に商品の販売等を行っております。

　不動産業 　土地及び建物の賃貸、販売等を行っております。

　
その他の事業

　
電気設備工事の設計・施工、建設コンサルタントのほか、有線テレ
ビジョン放送、情報処理の営業等を行っております。

【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）

　全セグメントの売上高の合計に占める本邦の割合が90％を超えているため、記載を省略しております。

　

【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）

　海外売上高が連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要　
当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ
り、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているも
のであります。 
当社グループは、鉄道事業を中心に幅広い事業を展開しており、「運輸」、「不動産」、「流通」、「ホテル
・レジャー」、「その他」の５つを報告セグメントとしております。
「運輸」は鉄道、バス及びタクシーの営業等、「不動産」は不動産の販売、賃貸及び管理等、「流通」は百
貨店、ストア及び駅売店における商品の販売等、「ホテル・レジャー」は旅行、ホテル、旅館及びレジャー施
設の営業等、「その他」はケーブルテレビ、情報処理の営業等をそれぞれ行っております。
　
２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　　
　　当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）　

　 （単位：百万円）

 運輸　 不動産 流通　　
ホテル・
レジャー　

その他　 計

調整額

（注）１、

２

四半期
連結損益
計算書
計上額
（注）３

売上高    　  　 　  

外部顧客への
売上高

108,66537,769199,365101,7834,568452,1512,307454,458

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

1,6125,440 1,303 579 876 9,812△9,812 －

計 110,27743,209200,669102,3625,444461,964△7,505454,458

セグメント利益又は
損失（△）　

14,400△462 1,021△161 317 15,114 4 15,119

（注）１．外部顧客への売上高の調整額は、連結会社間で行われた事業再編において、連結決算日と異なる決算日
の連結会社が含まれていたことに伴い、当該連結会社の会計期間の相違部分を調整したものであります。
２．セグメント利益又は損失（△）の調整額は、セグメント間取引消去等であります。　
３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
　
　　当第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）　

　 （単位：百万円）

 運輸　 不動産 流通　　
ホテル・
レジャー　

その他　 計

調整額

（注）１、

２

四半期
連結損益
計算書
計上額
（注）３

売上高    　  　 　  

外部顧客への
売上高

53,53820,259102,16951,6492,230229,8462,307232,154

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

712 2,959 634 301 391 4,999△4,999 －

計 54,25123,218102,80351,9502,622234,846△2,692232,154

セグメント利益又は
損失（△）　

4,794△414 946 △298 △42 4,985 9 4,995

（注）１．外部顧客への売上高の調整額は、連結会社間で行われた事業再編において、連結決算日と異なる決算日
の連結会社が含まれていたことに伴い、当該連結会社の会計期間の相違部分を調整したものであります。
２．セグメント利益又は損失（△）の調整額は、セグメント間取引消去等であります。　
３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
　
３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報
　　（固定資産に係る重要な減損損失）
「流通」セグメントにおいて、事業再編に伴う減損損失を計上しており、特別損失の「事業再編損」に含
めて表示しております。なお、当該減損損失の計上額は当第２四半期連結累計期間において1,582百万円で
あります。　

　
（追加情報）
第１四半期連結会計期間から、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成
21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20
号　平成20年３月21日）を適用しております。
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（金融商品関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）

　金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があ

りません。 

（有価証券関係）

　当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）

　満期保有目的の債券及びその他有価証券で時価のあるものについては、事業の運営において重要なものでは

ないため記載しておりません。

（デリバティブ取引関係）

　当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）

　当社グループが利用しているデリバティブ取引については、事業の運営において重要なものではないため記

載しておりません。

（ストック・オプション等関係）

当第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）

　該当事項はありません。

（企業結合等関係）

　当第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）

　共通支配下の取引等

１．対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合日、企業結合の法的形式、結合後企業の名称及び取

引の目的

　(1) 対象となった事業の名称及びその事業の内容

事業の名称　　当社の連結子会社である近鉄観光㈱のレストラン事業

事業の内容　　当社沿線において和・洋・中華などのレストランの営業を行っております。　

　(2) 企業結合日

平成22年９月１日

　(3) 企業結合の法的形式

近鉄観光㈱（当社の連結子会社）を分割会社、㈱近鉄リテールサービス（当社の連結子会社）を承継

会社とする会社分割

　(4) 結合後企業の名称

㈱近鉄リテールサービス（当社の連結子会社）

　(5) その他取引の概要に関する事項

近鉄観光㈱の営むレストラン事業を同種の事業を経営する他のグループ会社に移管・統合すること

により、運営の効率化・管理業務の集約化を行い、収支の改善を図ることを目的としております。

２．実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成20年12月26日）及び「企業結合会計基準及び

事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成20年12月26日）に基づき、共

通支配下の取引として処理しております。　　

（資産除去債務関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）

資産除去債務の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、第１四半期連結会計期間の期首と比較して著

しい変動がありません。 

（賃貸等不動産関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）

賃貸等不動産の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動

がありません。 
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 94円67銭 １株当たり純資産額 96円85銭

　（注）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第２四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

純資産の部の合計額 (百万円) 166,630 170,441

純資産の部の合計額から控除する金額 (百万円) 5,490 5,596

　　（うち少数株主持分 (百万円)） (5,490) (5,596)

普通株式に係る四半期連結会計期間末

（連結会計年度末）の純資産額 (百万円)
161,139 164,844

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期

連結会計期間末（連結会計年度末）の普通株式

の数 (千株)

1,702,101 1,702,130

２．１株当たり四半期純利益等

前第２四半期連結累計期間
（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）

当第２四半期連結累計期間
（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）

１株当たり四半期純利益 1円37銭 １株当たり四半期純利益 3円76銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益　 3円63銭
　

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

　（注）１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。

 
前第２四半期連結累計期間
（平成21年４月１日から
　平成21年９月30日まで）

当第２四半期連結累計期間
（平成22年４月１日から
　平成22年９月30日まで）

１株当たり四半期純利益　         

四半期純利益 (百万円) 2,329 6,391

普通株主に帰属しない金額 (百万円) － －

普通株式に係る四半期純利益 (百万円) 2,329 6,391

普通株式の期中平均株式数 (千株) 1,700,760 1,702,097

　         

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益　         

四半期純利益調整額（百万円）　 － 67

（うち支払利息（税額相当額控除後（百万円））　 － (67)

普通株式増加数（千株）　 － 75,949

（うち転換社債（千株））　 － (75,949)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要　

－ －
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前第２四半期連結会計期間
（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）

当第２四半期連結会計期間
（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）

１株当たり四半期純利益 1円55銭 １株当たり四半期純利益 1円92銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益　 1円86銭
　

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

　（注）１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。

 
前第２四半期連結会計期間
（平成21年７月１日から
　平成21年９月30日まで）

当第２四半期連結会計期間
（平成22年７月１日から
　平成22年９月30日まで）

１株当たり四半期純利益　         

四半期純利益 (百万円) 2,645 3,273

普通株主に帰属しない金額 (百万円) － －

普通株式に係る四半期純利益 (百万円) 2,645 3,273

普通株式の期中平均株式数 (千株) 1,701,594 1,702,083

　         

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益　         

四半期純利益調整額（百万円）　 － 34

（うち支払利息（税額相当額控除後（百万円））

　
－ (34)

普通株式増加数（千株）　 － 75,949

（うち転換社債（千株））　 － (75,949)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があった

ものの概要　

－ －

（重要な後発事象）

　当第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）

　　該当事項はありません。

（リース取引関係）

　当第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）

　「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、

平成19年３月30日改正））適用前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりますが、当四半期連結会計期間末における当該リース取引残

高は前連結会計年度末に比べて著しい変動がないため記載しておりません。

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年３月12日

近畿日本鉄道株式会社

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 乾　　一良　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 池田　芳則　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 西野　勇人　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている近畿日本鉄道株式会

社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成

21年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る訂正報告書の四

半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書に

ついて四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、近畿日本鉄道株式会社及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政状

態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

追記情報 

　四半期報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基

づき四半期連結財務諸表を訂正している。当監査法人は訂正後の四半期連結財務諸表について四半期レビューを行った。 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。　　　

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。　　　
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年11月11日

近畿日本鉄道株式会社

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 乾　　一良　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 池田　芳則　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 西野　勇人　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている近畿日本鉄道株式会

社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成

22年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。　

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、近畿日本鉄道株式会社及び連結子会社の平成22年９月30日現在の財政状

態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　

追記情報

四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は工事負担金等により

取得する固定資産の計上方法を変更した。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。　　　

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。　　　
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